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いじめは，子どもの人権を著しく侵害し，心
身ともに傷つけるものであり，時にはいじめ被
害者を受けた子どもの命までも奪う深刻な問題
であり，決して許されるものではない。
ところで，日本において，いじめが初めて社
会問題化したのは，1986年 2月に東京都中野
区の男子中学生が遺書を残して，いじめ自殺し
たことが，新聞，テレビなどのマスメディアで
大きく報道されたことから始まる。森田（2010）
は，このいじめ問題を，社会問題化の「第一の
波」の到来と呼び，続いて 1994年に発生した
愛知県の男子中学生のいじめ自殺による深刻な
被害が再びマスメディアで取り上げられた時期
を，いじめ問題の社会問題化の「第二の波」と
呼んでいる。さらに，2005年には北海道滝川
市の小六女児，2006年には福岡県筑前町の男
子中学生のいじめ被害による自殺事件が起こ
り，いじめ問題の議論が活発になされた時期を
「第三の波」と呼んでいる。
文部科学省はいじめが社会問題化するたび
に，通知を出して注意喚起や再発防止策を示し
てきた。それを受け，都道府県，市町村等教育
委員会や学校ではいじめの未然防止，早期発
見・早期対応などとともに，子どもがいじめを
相談しやすい環境整備などに取り組んでいた。
しかしながら，「第三の波」の後に様々ない
じめ防止対策を講じてきたにもかかわらず，
2011年 10月，滋賀県大津市の男子中学生がい
じめ被害を受け，自殺した事件が起き，その後
の第三者委員会による調査の中で，学校と市教
育委員会の不適切な対応が明らかとなった。こ
のことが大きくクローズアップされ，改めてい
じめの重大性が再認識されるとともに，この問
題を解決するために，いじめ問題への取組が
再点検され，見直されることになり，2013年
6月に，「いじめ防止対策推進法」が公布され，
国として総合的な対策を講じることとなった。
この法律の基本理念は，いじめが全ての児童
等に関係する問題であることに鑑み，児童等が
安心して学習その他の活動に取り組むことがで
きるよう，学校の内外を問わずいじめが行われ
なくなるようにすることを旨としている。前述
のとおり，いじめ問題はこれまでも幾度も社会
問題化し，子どもの人権問題や道徳教育の視点
からも，多くの教員研修会が実施されている。
今回，A県 X市教育委員会より，いじめの未
然防止・早期発見を主たる目的とした教員研修
会の講師依頼を受けた第一著者は，当該目的に
効果がある研修会を実施するために，研修会実
施前後の教員の意識変容並びに研修会実施 1～
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2か月後の教員の意識変容，さらに研修会を受
講した教員が各学校で伝達講習を実施し，全校
でいじめ問題に取り組んだ効果を，児童生徒の
意識変容から考察することとした。
児童生徒の意識変容については，森田（2010）
がいじめの四層構造で示している，傍観者や観
衆にならない教育も大切だと考え，児童生徒自
身がいじめがあると知ったときに，身近にいる
教員，友だち，家の人にいじめがあることを話
すことができる環境づくりや雰囲気づくりが大
切だと考えた。
したがって，教員や友だち，家の人に「いじ
めがあったことを話す」という意識をもった数
値を考察することにより，いじめを訴えやすい
環境づくりの整備状況がアセスメントできるの
ではないかと考えた。このことにより，効果の
あるいじめの未然防止・早期発見につながる教
員研修会の実施やいじめ防止プログラムの改善
に役立てることができると考え，本研修会の目
的を実践事例について紹介し，その効果につい
て報告することとした。
????
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（1）教員の調査対象
2016年度 A県 X市教育委員会主催の，いじ
め問題研修会，題目「いじめの未然防止をどの
ようにすすめるべきか」を受講した X市立小
中学校に勤務する教員 49名（女性 30名，男性
15名，性別不明 4名：幼稚園教員 2名，小学
校教員 34名，中学校教員 4名，所属不明 9名）
が調査対象であった。調査用紙は，研修会前，
研修会後及び研修会以降 1～2か月後の 3時点
での「いじめ問題アンケート」（3回とも同じ
内容のもの）で行った（Appendix 1）。
分析には，記入ミス，校種，経験年数，名前
（匿名）などの基礎情報が揃っている調査結果
を用いた。また，調査実施にあたっては ,研修
会主催責任者の許可のもと，受講者の協力を得
て調査を研修会前後にあっては一斉に実施し，
研修会以降 1～2か月後の調査については，教
育委員会宛匿名での郵送，持参，学校経由メー
ルのいずれの選択も可能として実施した。調査
に先立ち，協力は任意であること，匿名記入で
あり個人のプライバシーは保持されること，教
員の評価等に一切の影響はないことの 3点につ
いて口頭にて伝達した。
（2）児童生徒の調査対象
X市立小学校数 27校，中学校 9校（小中学
校共分校を含む）に 2015年度～2017年度在籍
する児童生徒ので，小学校においては、各年
度 4年～6年児童が対象であった。また，中学
校においては，各年度 1年～3年生徒が対象で
あった。
児童生徒の調査は，X市教育委員会が 2013
年度から文部科学省が実施する，「児童生徒の
問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関す
る調査」の調査項目とは別の，X市が独自に作
成した「児童生徒のいじめに関する意識・態度
について」のアンケートの一部項目の集計結果
を活用した（Appendix 2）。X市教育委員会に
おいて公表されている集計結果であることか
ら，個人のプライバシーは保持されている。
??????
教員については，2016年 8月 5日，研修会
場にて，研修会前調査 1回，研修会終了直後調
査 1回，さらに研修会実施日以降 1～2か月後
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に 1回の計 3回実施した。
児童生徒については，毎年 9月に各学校で実
施されている。
??????
（1）研修会受講教員アンケート
5問から成るいじめに関する意識調査を用い
た。その質問項目については，これまで発出さ
れた文部科学省通知および池島（2003）の文言
を一部修正して，質問形式に加工した。
1の「『いじめられる子どもにもいじめられ
る原因がある』と思う」は，教員のいじめの認
識の捉え方を問うたものである。児童生徒の日
常生活軋轢を多く経験することにより，いじめ
としての認知が鈍感になり，初期対応が遅れた
り，軽く捉えていないかを確認する内容であ
る。池島（2003）は，「この子にもいじめられ
る原因がある」との認識は，かつての文部省が
いじめ問題解決のポリシーとして提示したもの
と異なる指導観だと指摘している。2の「『学
級のどの子どもたちにも，ピアプレッシャー
（仲間の圧力）が重くのしかかっている』と思
う」は，集団でいじめが発生するメカニズムを
認識しているかをみるものである。3の「『学
級は集団で成り立っているのではなく，一人ひ
とりの子どもで成り立っている』と思う」は，
個人としての子ども一人ひとりが大切であると
認識してるかをみるものである。4の「『いじ
めはどの学校でも起こりうる現象である』とい
う認識を持っていると思う」は，文部科学省通
知（2006）の中の内容であるが，いじめの当事
者意識を問うたものである。5の「いじめを認
知したら，レベルを問わず全て管理職に報告す
るべきだと思う」は，いじめに対し学校組織と
して対応するために管理職に報告するかを問う
たものである。なお，質問の趣旨解釈は第一著
者が独自に解釈したものである。
各質問に対して，「4：とてもそう思う」，「3：
少しそう思う」，「2：あまりそう思わない」，「1
全くそう思わない」の 4件法で回答を求め，回
答者の気持ちに近い数字を選択させた。
（2）児童生徒のアンケート
児童生徒アンケートは，調査対象で表記した
とおりであるが，児童用，生徒用共に，問「い
じめがあると知ったら，どうするか」の選択肢
中「いじめのことを先生に話す」，「いじめのこ
とを友だちに話す」，「いじめのことを家の人に
話す」の3つの回答数の経年変化の増減をみた。
いじめを知った場合に，身近な先生，友だち，
家の人を，児童生徒が信頼して話すかについて
みるものである。
???????
2016年 8月 5日に，「いじめの未然防止をど
のようにすすめるべきか―教室のいじめ対応か
ら予防まで―」という題目を設定し，実施した。
（1）教員研修会の内容
まず初めに，文部科学省（2006）が出した，
「いじめの問題への取組の徹底について（通
知）」の別添資料「いじめの問題への取組につ
いてのチェックポイント」内の「指導体制」，
「教育指導」，「早期発見・早期対応」，「家庭・
地域社会との連携」の 4項目，26のチェック
ポイントの確認を行った。4項目はそれぞれ，
①「指導体制」項目では，いじめの問題につい
て，特定の教員が抱え込んだり，事実を隠し
たりすることなく，学校全体で対応すること
が重要であること。
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②「教育指導」項目では，お互いを思いやり，
尊重し，生命や人権を大切にする指導等の充
実に努めること。さらに，道徳や学級活動の
時間にいじめにかかわる教材を取り上げる
こと。
③「早期発見・早期対応」項目では，教師は，
日常の教育活動を通じ，教師と児童生徒およ
び児童生徒間の好ましい人間関係の醸成や学
級集団づくりをすることが大切であることや
児童生徒が発する危険信号を逃さず，その一
つひとつに真摯に対応すること。
④「家庭・地域社会との連携」項目では，家庭
からの情報を得やすいように日ごろから保護
者との連携を図ることが大切であること。ま
た，家庭から訴えがあった場合は，真摯に対
応すること。さらに，上記 4項目のほかに，
危機管理の内容を追加した。危機管理の内容
を入れた理由は，教師は，「日常の子どもの
軋轢や小さなトラブルを多く経験することに
より，慣れにより，重大ないじめを見落して
しまうことが見受けられる。したがって，い
じめの第一報を当事者や第三者から受けた
り，自分が認知した場合には，いじめの認知
レベルを重く捉えることが重要であり，これ
は危機管理の鉄則であると考える。
2番目に，いじめの社会問題化について，「第
一の波」の事件の概要と，被害者の自殺や事故
に備える危機管理，相談体制の紹介や学校現場
での，子どもの気持ちを受けとめるための「カ
ウンセリングマインド」の重要性について，グ
ループワークと重要性の再確認を行った。いじ
めの社会問題化の「第二の波」では，繰り返し
いじめを受け，高額な現金を数回にわたって要
求され，次第に追い詰められていく被害者の心
理について話し合った。また，1994年に文部
省が設置した「いじめ緊急対策会議」第 1回会
議で出された，「いじめはどの学校でも起こり
うる現象である」という内容は，学校現場に反
省といじめの認識の変更を求めたものであるこ
とを学習した。さらに，「いじめの社会問題化
の「第三の波」では，いじめの加害者だけでは
なく，傍観者や観衆がいかにいじめを助長する
かについて学習し，学級集団を親和的に育て
るために，「いいこと探し」共感性を養うソー
シャルスキル・トレーニング（以下，SSTと表
記）を体験した。また，2011年 10月の滋賀県
大津市の男子中学生のいじめ自殺では，学校と
市教育委員会の不適切な対応について，自分の
学校ならどう対応するか，グループワークを
行った。
3番目に，「いじめ防止対策推進法」を始め，
いじめ問題と学校の法的責任について再確認
した。
4番目に，「いじめの発見のきっかけ」につ
いて，文部科学省（2014）調査結果では，アン
ケート調査が一番多く，次に本人の訴えや保護
者の訴えとなっていることから，学校や教師に
訴えやすい環境づくりをするには何が大切かグ
ループワークを行った。話し合いの結果とし
て，教師の真摯な対応といじめを訴えることは
恥ずかしいことではないことを繰り返しアナウ
ンスすることの重要性を提示した。
5番目に，「いじめはなぜ起こるのか」「子ど
もの集団でいじめが起こりやすいのはなぜか」
をグループワークして，好ましくない集団での
子どもの心の動きを考えた。
6番目に，いじめの内容，①悪口や冷やかし，
からかいなどの言語的攻撃，②暴力を振るうな
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どの身体的攻撃，③仲間はずれや集団で無視な
どの単独ではなく，集団（力関係で無理に加害
者や観衆にさせられる場合も見受けられる）で
無視するなどの社会的攻撃をこれまでの経験か
ら体験した事例を語り合った。その他，タイ
プ別いじめ（犯罪型，さるやまのボス争い型，
みにくいアヒル型）に対する対応の仕方を考
えた。
7番目に，いじめられた子の傷つきの度合い
を見極め回復のための方策を採ることを第一に
考え，いじめられた子どもへの初期対応をする
ことが重要であることを確認し，いじめは沈静
化していても，継続している可能性が高いの
で，解消しているように見えても 3か月程度は
特に注意してみることが重要である等，いじめ
が解消した後の対応について確認した。
5番目以降の内容については，「子どもを守
り育てる体制づくりのための有識者会議まと
め」（第一次，2007）の資料を用い，学びを
行った。
研修会受講者は，研修会後に各所属校におい
て，理論の報告だけではなく，事例研究や SST
のロールプレイを行うなどの伝達講習を行い，
その結果を X市教育委員会に報告すること確
認した。
????
教員研修会に参加した 49名（女性 30名，男
性 15名，性別不明 4名：幼稚園教員 2名，小
学校教員 34名，中学校教員 4名，所属不明 9名）
の内，研修会前と研修会後のアンケート調査
に関しては参加者全員分の回答を得られたが，
フォローアップ調査時に回答を得られたのは，
41名（女性 27名，男性 12名，性別不明 2名：
幼稚園教員 1名，小学校教員 32名，中学校教
員 1名，所属不明 7名）のみであった。回収さ
れた全てのアンケートに，無回答などの欠損値
は見当たらなかった。
なお，以下の分析には，IBM SPSS Statistics 
24を使用し，ペアワイズ法で行った。
?????????
（1） 研修会前後，フォローアップ調査時の得点
の変化
各時点における質問項目の得点について，
基礎統計量を Table 1に示す。Kolmogorov-
Smirnovの正規性の検定（探索的）を行ったと
ころ，すべての項目で帰無仮説が棄却され正規
性が確認されなかった。次に，研修会前，研修
会後，フォローアップ調査時で項目得点に差が
みられたかどうかを検討するために，各項目
得点に対し Friedman検定を行った（Table 1）。
その結果，項目 1（「いじめられる子どもにも
いじめられる原因がある」と思う）において
のみ，有意な群間差がみられた（χ2＝32.72，
df＝2，p＜.001）。どの時点間で得点差がある
のか検討するために，Schef fe法による多重比
較を行ったところ，研修会前の得点が研修会後
の得点とフォローアップ調査時の得点よりも有
意に高く，研修会後の得点とフォローアップ調
査時の得点との間に有意な得点差は確認されな
かった。
（2）研修会前後の得点変化量，研修会後とフォ
ローアップ調査時の得点変化量における性差
や教員歴の影響
次に，研修会前後における各項目の得点変化
量と，研修会後とフォローアップ調査時におけ
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る各項目の得点変化量について，性差と教員歴
による違いを検討する。なお，得点変化量の算
出は，より時系列が後の得点から前の得点を引
き算することで行った。また，教員歴について
は，教員歴 10年目を境に，教員歴 10年未満
（N＝29），10年以上（N＝17）に分け，検討を
行った（性別不明の 3名は，本検討に限り除外
した）。
性別により，各項目の得点変化量に差がある
かどうかについてMann-Whitneyの U検定を
行った結果，すべての項目において有意差は確
認されなかった。教員歴により，各項目の得
点変化量に差があるかどうかについてMann-
Whitneyの U検定を行った結果，すべての項
目において有意差は確認されなかった。
???????????
児童生徒の意識変容について，2015年度～
2017年度の意識変容項目（以下，「項目」と表
記）への回答状況を集計，比較した（Table 2，
Table 3）。なお，本教員研修会の実施は 2016
年 8月 5日であり，2016年 9月に実施された
児童の意識調査に研修会の影響が十分に現れて
いるとは考えられない。このことから，2016
年度の児童意識調査には研修会の影響は表れて
おらず，2017年度の児童意識調査には研修会
の影響が表れているとして結果の記述や考察を
行う。
（1）児童（小学生）の意識変容
2015年度に 5年生であった児童の意識変容
について，項目 6（いじめのことを先生に話す）
において，回答割合が経年的に減少していた。
項目 7，8（いじめのことを友だちに話す，い
じめのことを家の人に話す）については，経年
的な増加が確認された。2016年度に 5年生で
あった児童の意識変容について，項目 6～8の
すべての項目において，回答割合が経年的に増
???????　研修前後，フォローアップ調査時の項目得点と Friedman検定結果
得点範囲
研修前
（N＝49）
研修後
（N＝49）
FU
（N＝41）
χ2値 多重比較
項目 1「 『いじめられる子どもにもいじめ
られる原因がある』と思う」
1-4
2.12
（.81）
1.45
（.71）
1.59
（.74） 32.72
＊＊＊ 前＞後＝ FU
項目 2「 『学級のどの子どもたちにも、ピ
アプレッシャーが重くのしか
かっている』と思う」
1-4
3.12
（.70）
3.22
（.80）
3.32
（.69） 1.06
項目 3「 『学級は集団で成り立っているの
ではなく、一人ひとりの子ども
で成り立っている』と思う」
1-4
2.84
（.83）
3.02
（.97）
2.95
（.74） 2.75
項目 4「 『いじめはどの学校でも起こりう
る現象である』という認識を持っ
ていると思う」
1-4
3.86
（.35）
3.90
（.31）
3.93
（.26） 2.00
項目 5「 いじめを認知したら、レベルを
問わず全て管理職に報告するべ
きだと思う」
1-4
3.49
（.65）
3.39
（.86）
3.59
（.63） 1.74
FU：フォローアップ調査時
上部は平均値，下部は標準偏差，＊＊＊p＜ .001
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???????　小学生の意識変容
項目 6
いじめのことを
先生に話す
項目 7
いじめのことを
友だちに話す
項目 8
いじめのことを
家の人に話す
2015年度
4年生
（N＝ 1279）
781
61.1％
238
18.6％
435
34.0％
5年生
（N＝ 1316）
731
55.5％
290
22.0％
377
28.6％
6年生
（N＝ 1344）
676
50.3％
360
26.8％
442
32.9％
2016年度
4年生
（N＝ 1332）
841
63.1％
262
19.7％
404
30.3％
5年生
（N＝ 1278）
776
60.7％
338
26.4％
459
35.9％
6年生
（N＝ 1287）
669
52.0％
379
29.4％
394
30.6％
2017年度
4年生
（N＝ 1307）
800
61.2％
295
22.6％
414
31.7％
5年生
（N＝ 1274）
866
68.0％
374
29.4％
501
39.3％
6年生
（N＝ 1220）
756
62.0％
410
33.6％
467
38.3％
???????　中学生の意識変容
項目 6
いじめのことを
先生に話す
項目 7
いじめのことを
友だちに話す
項目 8
いじめのことを
家の人に話す
2015年度
1年生
（N＝ 1299）
484
37.3％
351
27.0％
284
21.9％
2年生
（N＝ 1383）
489
35.4％
418
30.2％
272
19.7％
3年生
（N＝ 1352）
392
29.0％
397
29.4％
227
16.8％
2016年度
1年生
（N＝ 1273）
574
45.1％
371
29.1％
309
24.3％
2年生
（N＝ 1283）
475
37.0％
424
33.0％
292
22.8％
3年生
（N＝ 1374）
434
31.6％
389
28.3％
249
18.1％
2017年度
1年生
（N＝ 1275）
567
44.5％
263
20.6％
257
20.2％
2年生
（N＝ 1318）
497
37.7％
304
23.1％
261
19.8％
3年生
（N＝ 1285）
493
38.4％
350
27.2％
263
20.5％
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加していた。特に，項目 7（いじめのことを友
だちに話す）の回答割合は，経年順に 26.4％，
33.6％と著しい増加が確認された。
（2）生徒（中学生）の意識変容
2015年度に 2年生であった生徒の意識変容
について，3つの項目において，回答割合が経
年的に減少していた。一方，2016年度に 2年
生であった生徒の意識変容について，項目 6
（いじめのことを先生に話す）において，回答
割合が経年的に増加していた。項目 7，8（い
じめのことを友だちに話す，いじめのことを家
の人に話す）については，減少が確認された。
????
?????????
（1） 研修会前後，フォローアップ調査時の得点
の変化
各時点の項目得点に対して Friedman検定を
行った結果，項目 1（「いじめられる子どもに
もいじめられる原因がある」と思う）の得点が
教員研修会を受けることによって有意に下がっ
ており，かつフォローアップ調査時においても
下がった得点が維持されていることが確認され
た。研修会前後の結果から，本研修会によって
「いじめられる子どもには原因がない」という
意識が教員に形成されたことと，フォローアッ
プ調査時の結果から，形成された意識は一時的
なものではなく持続され得ることの 2点が示さ
れたといえる。池島（2003）は，いじめ解決の
ポリシーとしていじめられる子どもには問題は
ないという指導観を教師が持つ必要性を示して
おり，本研修会がこれに則った意義あるものと
して有効に働いたといえる。
また，研修会前後やフォローアップ調査時の
得点に有意な変化のみられなかった項目に関し
て，項目 2（「学級のどの子どもたちにも，ピ
アプレッシャーが重くのしかかっていると思
う），項目 4（「いじめはどの学校でも起こりう
る現象であるという認識を持っていると思う），
項目 5（いじめを認知したら，レベルを問わず
全て管理職に報告するべきだと思う）は研修会
前からフォローアップ調査時まで比較的高い
得点が維持されている。子どもがピアプレッ
シャーを感じていることや，いじめがどの学校
でも起こり得ること，いじめ発生時の管理職へ
の連絡に関して本研修会に参加した教員の意識
は十分に備わっていたといえる。
（2） 研修会前後の得点変化量，研修会後とフォ
ローアップ調査時の得点変化量における性
差や教員歴の影響
研修会前後における各項目の得点変化量と，
研修会後とフォローアップ調査時における各項
目の得点変化量について，性差と教員歴による
違いを検討した結果，すべての項目において，
得点変化量の性差と教員歴による違いは確認さ
れなかった。教員研修会の効果について，性差
や教員歴による差を検討した研究は筆者の知る
限りでは見当たらないものの，河村・武蔵・藤
原（2014）は，教員が自主的に学び続ける意欲
と行動の高さを「自主・向上性」としてまとめ，
性別や年代によるその差についても検討してい
る。河村他（2014）によると，小学校，中学校，
高等学校いずれにおいても教員の自主・向上性
に性差は確認されず，25歳以下～55歳以上い
ずれの年代間においても得点差は確認されてい
ない。本教員研修会においても性別や年代に関
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係なく全員が同程度の自主・向上性を持って研
修会に参加し，同程度の学びを行っていたこと
が推察されるため，性差や教員歴による違いが
確認されなかったものと考えられる。
???????????
2016年度に 5年生であった児童の意識変容
は，3つの項目（いじめのことを先生に話す，
いじめのことを友だちに話す，いじめのことを
家の人に話す）において，回答割合が経年的に
増加していたにもかかわらず， 2015年度に 5年
生であった児童の意識変容は，項目 6（いじめ
のことを先生に話す）において，回答割合が経
年的に減少していた。この結果から，本教員研
修会によって，児童たちがいじめのことを先生
に話すという意識を持つようになったと考えら
れる。本研修会の目的である「いじめを訴えや
すい環境づくりの整備」について，教員と児童
との関係における環境づくりを促進することが
できたといえる。ただし，友だちや家の人に話
す割合については差がみられなかったことから
このことにより，児童間関係や家の人と児童と
の関係における環境づくりまでを促進できるも
のではなかったことがうかがえる。また，中学
校生徒の意識変容に関しても小学生の意識変容
と同様に，教員と生徒との関係における環境づ
くりを促進することに本研修会が効果的に作用
していたといえる。
教員と児童との関係，教員と生徒との関係に
おける環境づくりが促進されたことから，本研
修会が，効果のあるいじめの未然防止・早期発
見やいじめ防止プログラムの改善に一定の効果
が期待できるものであると考える。
なお，小学生と中学生の経年による意識変容
差や，項目別の差については，発達段階の影響
もあることから両者の各項目別経年変化，項目
別割合等について詳細に検討し考察する必要が
あると考えられるが，今後の課題としたい。
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